
気になったのは、こういう「長井の文化財」と

いう本があるんです。平成２年に発行されたも

のなんですけれども、これの年表の中には、久

保ザクラの国指定になったのは、確かに13年と

いうふうになっているんです。ところが、この

中の写真の載っているところに、大正10年に国

の天然記念物に指定された巨木であると。こう

いうところはやっぱり直しておかなければなら

ない部分ではないかなというふうに思うんです。

これも「現在では420年の老木であるが」と平

成２年のことを言っているんですが、ほかのパ

ンフレットやなんかに全部1,200年というふう

にしているんですよ。また、これに草岡の桜と

いう写真入りでこういうのがあるんです。これ

には「樹齢、樹高とも久保ザクラを上回ったの

ではないかと見られる」と、こういうふうに書

いてあるんですね。教育委員会の発行で平成２

年ですから、私ら議員になってからですからよ

くわかるものなので、そういう指定された日や

なんかというのは、樹齢というのはやっぱり中

空洞になってくると数える方法がないですし、

切って年輪数えるわけにもいかないわけですね。

ですから、これはやっぱり中空になっているわ

けですから、それぞれにいろんな意見はあるに

しろ、ロマンはロマンとして残しておけばいい

んでないかというふうに私は感じているんです。 

 そこで、さくら回廊のパンフレットがありま

すね。置賜さくら回廊のパンフレット、これに

はＰと書いてあるのはパーキング、駐車場があ

りますと。ＷＣと書いてあるのは、トイレがあ

りますと。あと、だんごのマークが書いてある

んですね、売店がありますと。こういうマーク

がパンフレットに載っているんです。それでも

トイレというのはポータブルトイレを置いてい

るんです、あそこに。その期間借りて。そこは

やっぱり国指定の記念物、これまでは県指定の

わけだけれども、これは何とかしなければいけ

ないというふうに私は思っているんです。具体

的にその辺についてはお答えなかったもんです

から、教育長の答弁を求めたいと思います。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 大変答えにくいご質問ですが、

私の方、教育委員会の方は、先ほども申し上げ

ましたように、保護管理区域内の樹勢保護に関

するそういう整備計画といいますか、そういう

方をということで検討していますので、周辺整

備については市当局の方でお願いしたいと思い

ます。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 先ほども触れたと思いますが、

記念碑、それからトイレ、あるいは行く道路等

について、地元の皆さんのご要望があるという

のは、私もことしは行けませんでしたけれども、

かなり出席しておりますからわかっているつも

りであります。 

 したがって、申し上げましたように、18年以

降の長井市の基本計画等で具体的にそれに上げ

ながら財政状況を見ながら整備をさせていただ

きたいと思います。 

○大沼 久議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 やや時間が参っており

ますので、最後に一つだけお願いして終わりた

いと思いますが、せっかくそういうふうに国指

定になるというふうなことですから、きちっと

それに関係するパンフレットみたいなものをつ

くって、そんなにしっかりしたカラー刷でなく

てもいいんですが、やっぱり指定記念パンフレ

ットみたいな格好でわかるようにしていただけ

たらいいんでないかなというふうに思いますの

で、そういうご意見を申し上げまして私の質問

を終わりたいと思います。 

 

 

   髙橋孝夫議員の質問 
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○大沼 久議長 次に、順位２番、議席番号11番

髙橋孝夫議員。 

  （11番髙橋孝夫議員登壇） 

○１１番 髙橋孝夫議員 おはようございます。 

 私は、長井市の行政運営が市民生活の向上に

つながることを願いながら一般質問を行います。 

 通告をしております３点について順次質問申

し上げますので、市長、助役、そして各課長の

答弁をいただきますように、冒頭にお願いをし

ておきたいと思います。 

 質問の第１は、市の人事政策についてです。

本年の人事異動の際に示されました「平成17年

度人事異動方針」は、具体的に９点の方針にな

っています。この「人事異動方針」から、以下

お伺いしたいと思います。 

第１点目は、人事異動による長井市の行政組

織について伺います。本年４月１日付の長井市

の職員数は、派遣職員、相互交流職員等を含め

て338名ということであります。そのうち課長、

所長、室長、事務局長等の課長級となる職員は

30名であり、主幹と呼ばれる職員は７名、補佐

級の職員は57名、主査は44名、係長は51名とな

っていることは、ご案内のとおりであります。

私はここ数年間、長井市の職員数は偏ったもの

になっていはしないかと感じておりました。そ

こで、それぞれの割合を出してみたところ、課

長級の職員数は全体の8.87％、主幹も含めた職

員数では全体の10.94％となり、課長級、主幹、

補佐級の職員数は94名となり、全体の27.81％、

主査級まで含めれば、職員数は138名で全体の

40.82％、係長までの職員数はなんと189名とな

り、全体の55.91％を占めています。私は、特

に補佐級以上の職員数が94名おり27.81％を占

めている状況になっていることに、改めて驚い

たところです。 

職員の４人に１人以上が課長級や主幹、そし

て補佐という職名の職員になっているわけです。

私は、このような行政組織の役職構成は、頭で

っかちで機能的とは言えない組織と感じますし、

何よりも責任の所在と担当が複雑でわかりにく

いものになっていると感じます。さらに私は、

行政組織は何よりも行政サービスの第一線にこ

そ職員数を厚く配置をすることが求められてい

ると感じますが、残念ながら現状はそのような

配置にはなっていないことは一目瞭然でありま

す。同時に私は、このような職員構成では機能

的に行政執行できる体制とは感じられませんし、

市民の皆さんにとってもわかりにくいものにな

っていると感じます。もちろんこのような傾向

は１年や２年でつくられたものではないと考え

ますし、行政への住民ニーズの多様化なども原

因していると考えられますが、それにしても人

口３万1,000人の自治体としては、あるべき姿

ではないと感じます。このままでよいとは到底

考えられませんし、あるべき姿、理想とする姿

に変えるための作業を開始しなければならない

と考えます。 

そこで市長に伺います。市長は、申し上げま

したような上層部にのみ偏った、いわば役職が

多過ぎ、頭でっかちと言える行政組織を見てど

う感じておられるのか、まずお聞かせをいただ

きたいと思います。また、今後どういう行政組

織、職員構成などを展望しておられるか、お聞

かせをいただきたいと思います。 

次に、助役に伺います。助役は長年にわたっ

て市の人事政策にかかわってこられているわけ

ですが、申し上げましたような職員構成になっ

た理由はどこにあると考えておられるのか。そ

して、どういう姿を想定しておられるのか、お

聞かせをいただきたいと思います。 

第２点目は、主幹の位置づけについて伺いま

す。本年度は、７名の主幹が配置されているこ

とは申し上げたとおりです。人事異動方針によ

りますと、今年度新たに厳しい環境の中でも安

定した市政の運営が可能となるような自立計画

の策定が必要となることから、自立計画・行革
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主幹を配置したこと。健全な財政の確立を目指

し、危機的な状況にある市税収納率の向上対策

を図るため、収納対策主幹を配置したこと。新

規事業である浄化槽市町村整備推進事業などの

推進を図るため、浄化槽整備主幹を配置したこ

と。公営企業関係の業務の円滑化を図るため、

水道事業と長井病院に主幹を配置したと触れら

れています。加えて、この間の継続として文化

主幹と農山村整備主幹があり、７主幹制になっ

ています。 

私は以前からこの主幹制度については疑問が

あり、何回か質問をさせていただいていますが、

再度助役にお伺いしたいと思います。 

一つは、主幹は組織機構上、それぞれの課に

所属しているように感じるわけですが、とする

ならば、主幹の直属の上司は、それぞれの所属

する課長ということになり、その配下に位置す

ることになるのかどうか。さらには、主幹には

課長職と同等の決裁権が付与されているのかど

うかも含めて明確に示していただきたいと思い

ます。 

二つは、主幹職は管理職群になるのかどうか

という点についてです。お聞きするところでは、

長井市の主幹職は、長井市が事務委託している

山形県人事委員会では管理職の範疇ではないと

いうことのようです。しかし、実際は、主幹に

は管理職手当が規定された割合で支給されてい

ます。私はこのことはおかしなことと感じます。

山形県人事委員会で管理職群とする位置づけが

行われていないこと。そして、それぞれの主幹

は、一部を除いて指揮・監督する部下を持たな

いこと。さらには、それぞれが所属する課など

には課長職の管理職が存在するにもかかわらず、

実質的に指揮・管理されている主幹に管理職手

当を支給することは二重の支出となり整合性が

見られないことと私は考えます。当局ではどの

ように位置づけ整理をされているか、明らかに

していただきたいと思います。 

三つは、主幹の拡大についてです。主幹職が

登場したのは、58歳以上の職員は課長職を退い

ていただき、定年までの間は新たに主幹として

いくという考え方から、実施されてきたものと

理解をしています。しかし、昨年からは58歳を

超える職員ばかりでなく、58歳に到達しない職

員であっても主幹として任用されてきています。

これはどういうことなのでしょうか。確かにさ

まざまな行政課題があり、それに対応するため

の専任の職員配置は必要であり大切なことと私

も考えます。しかし、それらの課題や問題に対

して専任の主幹という職を新たに設置するとい

う必要性はないと私は考えますし、所管の担当

課が対処すべきものと考えます。助役の考え方

をお聞かせいただきたいと思います。 

四つは、これまでも申し上げてきましたが、

私は、位置づけが不明確でしかも中途半端な主

幹職は、できるだけ早期に縮小し廃止すべきも

のと考えます。長井市の行政組織は、とりわけ

役職はわかりやすいものであるべきです。その

意味からも縮小に向けた検討を開始すべきだし、

職員には定年まで課長職で持てる能力を発揮し

ていただく方がずっと住民サービス向上につな

がり効率も上がり、意欲も継続されると感じま

すがどうでしょうか、見解を伺います。 

第３点目は、よく言われる適材適所について

考え方を伺います。人事方針では、「人事異動

に当たっては、適材適所と少数精鋭を基本とし

てさまざまな課題をしっかり解決できる職員を

配置していく必要があります」として、本年度

の職場希望調査書により異動を希望した職員は

66名で、そのうち異動した職員は42名となりま

した。なお、希望した職場に異動した職員は42

名中19名とされています。しかし、この間、残

念なことに、人事異動後に少なくない職員が休

まなければならないという事態が発生をしてい

ますし、ことしに入ってからは亡くなった職員

もおります。数年前には、職場の周囲の職員が
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異動し、その中で自殺をした職員がいたことは

記憶に新しいことです。なぜこういった事態が

後を絶たず出てくるのでしょうか。当面、当該

の職員にはきめ細かな対応を求めたいと思いま

すし、何よりも今後の業務遂行に障害が残らな

いようにすること、そして無意味な処分などは

行わないよう求めるものですが、助役の考え方

をお聞かせいただきたいと思います。 

私は、この間の行財政の改革の一つである職

員数の削減の結果、職員総数が減少しているこ

ともあって、方針で言う少数精鋭とならざるを

得ない状態にあることはわかります。しかし、

もう一つの適材適所は、本当に文字どおりの適

材の異動になっているのでしょうか。私は疑問

を感じます。そこで、助役に伺いますが、個々

の職員がどういった能力を持っているか、どう

いう職場であればその持っている能力を発揮す

ることができるか。個々の職員の希望、意欲は

どうかなど、どういった手法で把握をされ判断

されているのでしょうか。人事異動方針で触れ

ている職場希望調査書で異動を希望したものは、

全職員の20％でしかありません。80％は希望し

ていないことになります。同時に、希望して異

動した職員は42名ですが、希望する職場に異動

した職員は19名であり、希望しても半数以上は

希望どおりにはならないというのが実態です。 

今回の人事異動で、職場異動となったのは

110名ほどですが、希望する職場への異動はわ

ずか19名で、17.27％にすぎません。圧倒的に

希望どおりにはならないのが人事異動というこ

とになります。その中で適材適所ということで

あれば、申し上げた職員の把握や判断がどのよ

うになされたのかは、少なくとも示していくこ

とが必要と考えます。どうなのでしょうか。 

私は人事異動が単に数合わせであってはなら

ないと考えます。今後、適材適所の人事を行う

ためには、どういう手法をとろうとされている

のか見解を伺いたいと思います。 

第４点目は、置賜広域病院組合との関連につ

いて市長に伺います。 

いただきました資料によりますと、置賜広域

病院組合では、独自で事務職員を採用すること

とし、そのために行政職給料表を設けるために

給与条例の一部改正を行うということです。具

体的には、公立置賜総合病院の事務局職員36名

は、すべて構成団体からの派遣対応となってお

り、この派遣職員もおおむね２ないし３年で交

代する例が多いことから、病院運営上の課題と

なっているとして、一つは、診療報酬制度、公

営企業会計及び病院情報システムなどの専門的

知識を有する職員の養成。二つは、人事管理な

ど継続性を必要とする業務への対応。三つは、

薬品、診療材料及び医療器機・物品など取引業

者との対応で、その知識と経験が必要となる業

務など、より効率的で適正な運営と業務の改善

が求められているのでプロパー職員を採用し、

専門的知識や継続・経験を有する職員を養成し

ていくということで、採用計画などは、一つは、

事務局職員の一部を派遣職員からプロパー職員

に切りかえる。当面は平成18年度と19年度の２

年間で５人ほどを採用する。二つは、プロパー

職員化する人数分は派遣職員から減員する。減

員は構成団体から各１人を想定ということのよ

うです。開業以前から、指摘をされていたこと

が、ようやく動き出したわけであり、一つ前進

したと評価をいたします。 

そこで、管理者でもある市長に伺います。一

つは、今回のプロパー職員の採用は、２年間で

５人程度としていますが、これでは先ほど申し

上げたように事務局職員の圧倒的な部分は、相

変わらず構成団体からの派遣職員に頼るという

ことになります。これでは根本的な病院運営上

の課題解決にはつながらないし、もっと将来を

見据えた職員のプロパー化計画が必要と感じま

す。その意味で、今回の採用は将来計画の第一

段階としてとらえてよいのかどうか。そして、
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将来計画はどういった内容のものを考えておら

れるのか、お聞かせをいただきたいと思います。 

二つは、事務職員のプロパー職員化には、一

つの道が開かれたわけですが、もう一方の技能

労務職員などに関してはどうなのでしょうか。

この間の答弁では、委託などを想定しておられ

るということですが、それにしても全体を委託

するまでは相当の時間や期間が必要であると思

われます。現時点でどういった検討がなされて

いるのかお聞かせをいただきたいと思います。 

三つは、今回は公立置賜総合病院の事務職員

に係る職員のプロパー化ということですが、も

う一方のサテライト施設、言いかえれば、公立

置賜長井病院などの事務職員などはどうなるの

でしょうか。私は、基幹病院だけでなく、サテ

ライト病院も当然プロパー職員の採用が必要と

考えていますが、どのような検討がされている

のかあわせてお聞かせをいただきたいと思いま

す。 

質問の第２は、はなぞの保育園の職員派遣に

ついてです。この問題については、３月定例会

でも質問させていただいておりますが、その後

の状況変化などに関連をしてお伺いします。 

第１点目は、当初計画のずれについてです。

昨年12月からこの間、私たち議会に示された、

はなぞの保育園を社会福祉協議会に移管すると

いう計画や、その後のいろいろな議論での議会

での質疑では、社会福祉協議会に移管するに当

たり、当面の間（議会での答弁では４年間）に

わたって職員を派遣するとし、その派遣職員数

は４名ということでありました。しかし、さき

に申し上げました平成17年度人事方針では、社

会福祉協議会への移管が決定したはなぞの保育

園の運営を支援するため、平成17年度は６名の

職員を配置いたしました。とし、３月25日の人

事異動の内示では、福祉事務所付となっていた

ものを、４月１日の人事異動では、派遣、総務

課付と変更されています。 

私はこのことは、理解できません。私は、３

月22日に開催をされました３月定例会予算特別

委員会総括質疑で、この件について助役と福祉

事務所長にお聞きをしましたが、あくまで職員

派遣は４名であるということでありました。し

かし、25日の人事異動内示以降は、派遣職員は

４名から６名になっているわけです。私は、こ

のことは極めて重要な変更だと感じますし、そ

の際は、当然にして、当該の所管の厚生常任委

員会や議会に対して計画変更の説明と報告がな

され、承認を得なければならないものと考えま

す。しかし、この間議会に対してこのことの説

明は一切ないままに進められてきています。ど

ういうことなのでしょうか。 

確かに当局は人事権を持っていますが、それ

はあくまでこの間示した計画に沿ったもので行

使されるものであります。議会はこの間、12月

定例会では長井市保育所設置条例の一部改正、

いわば、はなぞの保育園を市の保育施設から外

すという条例改正を賛成多数で可決しましたし、

３月定例会では、移管先である社会福祉協議会

に対するはなぞの保育園運営費負担金と社会福

祉協議会運営費補助金の支出を含む平成17年度

一般会計予算を可決したものであり、その際は

いずれも示された計画に基づく決定であります。 

私は、こういったことはあってはならないと

感じます。助役に伺いますが、３月22日以降、

この重要な計画変更について、議会に説明や報

告をされたのかどうか、お聞かせをいただきた

いと思います。 

二つ目は、福祉事務所長にお伺いをいたしま

す。職員派遣を４名から６名に変更したという

ことになりますが、その理由については、私ど

ももわかりません。移管先である社会福祉協議

会から派遣職員の増員要請があって６名にした

のか、その際の理由は何か。あるいはほかの理

由があって４名から６名に増員したということ

なのか、明確に示していただきたいと思います。 
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三つは、４名から６名に派遣職員数をふやす

ということになれば、当然にしてこの間、指導

を受けてきた山形県の意向も整理しなければな

らないことになるわけですが、そこはどのよう

にクリアされたのか、福祉事務所長に明らかに

していただきたいと思います。 

第２点目は、委託料との関連についてです。

委託料ということで通告をしておりますが、正

確には、運営費負担金と運営費補助金との関連

で伺います。なお、表現が適切でなかったこと

はおわびを申し上げます。 

３月定例会予算特別委員会総括質疑では、福

祉事務所長は、はなぞの保育園運営費負担金は

入園する園児の年齢によってそれぞれ項目があ

り、その項目ごとに算出されるものであること。

社会福祉協議会運営費補助金が前年よりも

1,300万円ほど増加しているのは、市からの職

員派遣に対する給与費の運営費負担金との差額

分がほとんどであることと答弁されています。

ということになれば、派遣職員数が４名から６

名に増員されたことに伴い、当然にして社会福

祉協議会に対する運営費補助金が増額という形

になるのではないかと考えます。これらのこと

については、この間説明はありません。その分

の補正予算はこれまで示されていませんが、ど

ういうことなのでしょうか。福祉事務所長の見

解を伺います。 

同時に、私は、移管先の社会福祉協議会に対

して、このように多くの負担金や補助金を出し

ていくという移管のあり方そのものに疑問を感

じます。３月にも申し上げましたが、ほかの認

可保育園に対しては、規定によって算出された

額だけ運営費負担金として交付するだけであり、

市の職員を派遣して、その人件費を補助金とし

て別に交付するなどということはしないと助役

は答弁をしています。本当にそういうことで割

り切れるのでしょうか。これでは移管した目的

が問われることになりませんか。助役の見解を

求めます。 

第３点目は、市の保育園の影響について伺い

ます。計画にない２名の派遣職員の増員は、本

体である市の保育業務に影響を与えざるを得な

いことは容易に考えられることです。現に本定

例会には、議案第48号平成17年度長井市一般会

計補正予算第１号で、保育園臨時職員賃金及び

社会保険料２名分307万3,000円と児童センター

臨時職員賃金及び社会保険料１名分141万6,000

円、合計448万9,000円が計上されています。 

これは、計画にはなかった２名の職員をはな

ぞの保育園に派遣したことにより発生した新た

な負担ではないのですか。まさに社会福祉協議

会に移管をしたこと。そしてそのために職員派

遣を６名にふやしたことから市の保育士が不足

し、新たに臨時保育士を雇わなければならなく

なったということになるのではないですか。そ

してそのことは、新たな財政負担を伴うもので

あり、負担軽減のために移管したはずのものが

負担増という結果になったものと感じます。極

めておかしなことと言わなければなりませんし

納得できない内容であります。 

助役にお伺いしますが、このような新たな負

担増という結果を招いたことをどうとらえてお

られるのか、どう今後対応しようとされておら

れるのか、考え方をお聞かせいただきたいと思

います。私は、根本的に移管そのものを見直し

することが求められていると思いますが、この

こともあわせて見解をお伺いをいたします。 

質問の第３は、事務管理公社の今後のあり方

について総務課長に伺います。 

一般会計補正予算第１号で、事務管理公社の

消費税相当額を補助するということで、2,239

万9,000円が上程をされています。消費税は平

成12年度に遡及をして課税されたもので、その

内訳は、消費税額は2,002万4,900円、無申告加

算税額は74万5,000円、延滞税額は162万8,200

円というものであります。 

- 48 - 



そこで３点について伺います。 

一つは、昭和61年度から事務管理公社という

方式で、今年度で19年目となるわけですが、こ

の間、議会ではいろいろな議論があり、さまざ

まな指摘がありました。それは、本来市が直接

雇用して展開をしなければならない業務を市の

中に事務管理公社という管理職が役員となる組

織をつくり、その事務管理公社が雇用した職員

を各職場に派遣をするという内容の機関の設置

は問題が多いこと。特に、内部での派遣業務を

展開することは問題があることなどであり、形

態や解消も含めて指摘を受けてきたものであり

ます。しかし、当局はこの間、それらの指摘に

は耳をかさず、安上がりにする、臨時職員では

雇用の形態ができないことを理由に今日に至っ

ています。 

私は、数々の指摘を受けながらも今日まで解

消の努力を怠ってきたこと、そして、平成元年

から消費税法が適用され、平成７年度からは課

税免税点である3,000万円を大きく上回り、課

税対象となっていたにもかかわらず、今日まで

それを放置したことは当局に大きな責任がある

と考えます。 

さきの総務・文教常任委員会協議会で、総務

課長は、これまで消費税の課税対象となってい

ることは気がつかなかったと説明されています

が、それでは済まない問題と感じます。とりわ

け公の機関である自治体が「知らなかった」で

は済みません。一連の動きの中で当局はどう責

任をとろうとしておられるのか。上司との相談

の結果をお聞かせいただきたいと思います。 

二つは、実際の事務管理公社職員の業務は、

行政サービスそのものであり、それは非課税の

対象に該当するのではないか。あるいは非課税

取引として社会福祉事業等に該当するのではな

いかとも考えられます。仄聞するところでは、

消費税の対象については、税務署ごとにその対

応が異なるなどということも聞きます。当局と

してはこの間、税務署との間でこういったやり

とりをどの程度されたのか。非課税としての主

張をどう展開されたのかどうか。明らかにして

いただきたいと思います。 

三つは、事務管理公社の今後のあり方につい

てです。いただきました資料によりますと、こ

の機会に従来から指摘されてきた公社組織の運

営上の課題などを解消するとともに、資金の有

効活用を図るため、公社への業務委託の妥当性、

必要性について見直しを行う。この結果により

今年度中に存廃も視野に入れ、公社形態の見直

しを行い、来年度から新たな枠組みで対応して

いきたいとしています。 

総務課長の説明では、指定管理者制度やＮＰ

Ｏ法人の活用などで縮小の方向性を探りたいと

いうことでありました。しかし、税制度上では、

このような場合であっても消費税の課税の対象

ということになるわけです。これらのことを踏

まえて私は、段階的に市が直接雇用するという

方向性を探ることが最も根本的な考え方である

と思います。 

労働者派遣法第30条では、派遣元事業主に対

して雇用安定に向けた努力義務を課しています。

この趣旨から言っても、おかしな小細工をする

のではなく、本来市が直接雇用して展開しなけ

ればならない業務であること、そしてそれは継

続性が求められていることからも、本来のある

べき姿に戻していくことが求められていると考

えます。このことを第一義にとらえて見直しを

行っていく必要があると考えますが、総務課長

の見解をお聞かせいただきたいと思います。 

以上、壇上からの質問を終わります。ご清聴

ありがとうございました。（拍手） 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 お答えをします。お答えをしま

すが、まず、最初にお断りをしておかなければ

いけない。人事政策については、選挙の際、市

民の方の70％の以上の信任を受けた私に人事権
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があるんですから、それを助役、収入役以下皆

さんに補ってもらっているということですから、

人事に関する問題については、私がまず概要を

申し上げて、助役等に補足をしてもらいたいと

思います。 

まず、偏っていないかと、年齢構成。これは

平成16年４月１日現在のデータで、長井市の平

均年齢が44歳２カ月、国の40歳２カ月と比較し

ますと４歳高くなっていると。これはなぜこう

なったかですよ。平成３年から大量の中途採用

をどんとつくったから高くなったんですよ。そ

の当時の皆さんに原因があるんですよ。原因が

ある人が責任をもらうということでしょ、これ

は。しかも、これから団塊の世代の皆さんが順

次やっぱり退職をされていきます。１年で17人

なんていうところが、12人から17人ぐらいのと

ころがここ10年続くんですよ。３年以降ね。そ

ういう皆さんが順次退職なされますと、私は、

その10年以内で、いわゆる年齢構成というのは

はっきりと通常ペースに近づいていくというふ

うに思っております。 

それから、補佐は補佐で一分野を担っていた

だくということの方が大事なのではないかと。

例えば福祉事務所もそうです、建設課もそうで

す。現場抱えていますし、いろんな部門があり

ますから、そういった意味では、係長をいつで

も応援する補佐、課長にかわるそういう皆さん

がいるということは、私は仕事上、別におかし

いことでも何でもないというふうに思います。 

問題は、13年に課の統廃合をしまして、課長

クラスが大体40人いたんです。これを28にさせ

ていただきました。７割。あとの３割の皆さん

についてどうしようかといろいろ議論しました

が、やっぱり58を過ぎられた方は、今度は主幹

になっていただいて、人事はやっぱり適材適所

で若返りをしなければいけないということにし

たわけであります。基本的にことしふえた主幹

５人は、58歳の方がそのまま、もう２年働きた

いと、働くというご意思ですから、それは各納

税とかなんとかになってもらったと。ただ、文

化主幹、個人名上げて恐縮ですが、村上さんな

んていうのは、やっぱり文化としては文化人か

らも非常に評価の高い人ですから、これはある

意味で専門職として補佐というよりは主幹とし

て、補佐よりも活躍してもらいたいということ

でありますし、合併とか、今度の自立計画とか

は、そのとき、そのときの集中的にやらなけれ

ばいけないことですから、そういう主幹をさせ

ていただいているということであります。 

適材適所となっているか等につきましては、

それは100％適材適所とはいきませんよ。例え

ばあそこに行きたいと書きましても、その方が

まだ１年でまだまだやりたいという人がいたり、

あるいはその人はちょっとこういう業務がある

から、例えば将棋のあれがあるからかえられな

いとかなんとかというようなことがあったりし

ますから、そのことについては、人事は毎年あ

るわけですから、そこについて少しずつ、しか

しご希望をお聞きして、そして、40前はある程

度やっぱり三つ、四つ、ご希望を実現していく

ということの方が大事なのではないかというこ

とで、私は就任以来６年間、皆さんにご希望を

お聞きしているわけであります。 

当初は、何のことか知らないけれども、ご希

望を出すななんていうのがあったとかなんとか

ということでありますが、このごろは相当そう

いうことはないような傾向になりつつあると思

っております。 

心身の疾患等により勤務できないという、こ

れは一概にあなたは人事と決めつけますが、そ

うはいかないと思います。これはその発症につ

いては、本人しかわからないさまざまな事情等

が複合的に交錯しております。そして、そうい

う状態になったと考えられ、仕事だけというこ

とではないと私は思っています。 

ただ、職員の健康を管理しなければならない
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立場としましては、職員の心の健康づくり、い

わゆるメンタルヘルス対策等も最近必要とされ

ておりますから、市町村職員共済組合主催のメ

ンタルヘルス研修会などを開催しながら、心身

とも健康で職務に精励していただけるよう努め

てまいりたい。職員の日常についても各課長が

職員の資質向上とともに、行動の変化について

意を用いてもらうと。そして適宜報告してもら

うということにしたいと思っております。 

公立置賜病院の関係ですが、これは18年度と

19年度だけどうしてもプロパー職員が必要だと

なるところを１名ずつでやって、あとそれ以上

は今のところ派遣でやるんだと。それから現業

につきましては、できるだけ民間委託を基本と

してやるんだというのは変わっておりませんか

ら、今のままの方針で私はいいのではないかと

いうふうに思っております。 

事務管理公社について責任論。責任論も総務

課長じゃないですよ。これだって事務管理公社、

昭和63年にできたときは、庁内の電話とそれか

ら斎場のことについてだけだったんです。それ

が平成３年以降、平さんが市長になられて、あ

なたが後継者で、あるいは飛車角の一人かもし

れませんが、その時代にぐっとふえて、そして

今の時代になったんですよ。事実ですよ、それ

は。その事実をちゃんと把握して、そしてそこ

をつくった人が責任をとるべきではないかとさ

え私は思いますが、今私は責任を持っておりま

すから、行財政改革推進委員会の中でそれを議

論していただきました。ただ、今の現給をある

程度保障しなければいけないよと。例えば公民

館のあれなんていうのは、齋藤さんのときには

民間に委託した、イの一番の人ですよ。それが、

官に戻したんですよ。それが間違っている原因

ですから、それをもう一度やっぱり指定管理者

制度もありますし、これから順序をつけてまい

りますから、調理場もまだ解決しないと言われ

る、保育所も私はめどがついたと思いますから、

やっぱりこういったところもちゃんとやらなけ

ればいけないと。行財政改革推進委員会でも十

分に検討されていますから、ここ数ケ月でやっ

ぱりある程度検討して、来年の３月からはそれ

ぞれに指定管理者制度でいくか、その団体ごと

にいろいろするかについて、私は事務管理公社

を縮小しなければいけないと思います。 

あなたの話を聞いていると、全部職員にした

らどうだと、こういう話ですから、そういう意

味で言っておられますから、それはそういうふ

うにはいたしません。 

今後についても十分に検討してまいりたいと。

議会の皆さんと検討してまいりたい。 

ついでに言いますと、役職も60まで全部させ

るべきだと。今民間は当初55が52に、50ぐらい

ですよ。そして、それぞれ今度は得意な分野に

限ってやっていただくと。これはそうですよ。

それから時代の流れからいって、団塊の世代で

すね、一たん60になったら定年を迎えられて退

職金も年金も手続をした上で、しかし全く仕事

をしないというのはやっぱり寂しいと。週に何

日かはもとの職場に残るとか、ＮＰＯでやると

か、地域に帰って地区長さん初めいろんなもの

をやるとか、そして70までは働きたいというの

が今の時代だと私は思います。 

そうして、若い人にチャンスを与えてやると

いうことがなければ、役所もやっぱり人事の若

返りということはできないわけでありますから、

私は、そういった意味でまだ足らざるところの

方が多いのかなと。58歳というのは55にしても

いいぐらいかなと。あるいは52というのもある

ぞというぐらいに思っておりますが、それはち

ょっと市長の方が先走っていると言われますが、

いろいろと皆さんと議論をしていきたいという

ふうに思っているところであります。 

以上です。 

○大沼 久議長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 お答え申し上げます。 
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かなり多岐にわたっておりますので、特に市

長がお答えしている部分については省略させて

いただきたいと思います。 

人事政策でありますけれども、職員構成につ

いては、理想とすれば、年齢構成からみるとピ

ラミッド型という形になりますけれども、これ

は今なっていないと。でこぼこという形になり

ますから、これはやっぱり理想的にはピラミッ

ド型に将来はしていきたいという考えを持って

おります。 

あと、役職別の構成でありますけれども、頭

でっかちという形ありますけれども、これは今

市長からお答え申し上げましたように、やはり

定員管理なり行革をやって、あるいは職員の不

採用ということもありまして、そういった形に

なってきたということもありまして、さらに過

去の人事管理上の問題ということもありまして、

なってきているという状況でありますので、こ

れについては、今、市長からありましたように、

団塊の世代のその職員の方が退職なされるとい

うことになりますと、ある程度正常になるんじ

ゃないかと思っております。 

主幹につきましてお尋ねありました。直属の

位置づけという形でありますけれども、課内に

属する主幹につきましては、もちろん課長の直

属の部下という形になりますけれども、決裁規

定は課長と全く同じようにしているところでご

ざいます。 

それから、管理職としての位置づけでありま

すけれども、人事委員会の管理職の考え方とそ

れから長井市の管理職の考え方はまるっきり違

います。人事委員会の管理職の考え方というの

は、やっぱり部下職員がいて、その労務管理が

きちっとできているというのが人事委員会の管

理職の考え方でありますけれども、私どもの管

理職の考え方については、やはり職務の困難性

あり、それから仕事の中身、そういった責任の

度合い、そういったもので条例で規定をしてい

る管理職でございますので、それはまるっきり

性格が違うという形でご理解いただきたいと思

います。 

主幹の拡大につきましては、市長から今お答

え申し上げましたとおりでありまして、二通り

あると思いまして、特定の業務をやる主幹と、

それから58歳という形の主幹がありますけれど

も、これについては分けて今後もやっぱりやっ

ていかなければいけないと思っています。 

主幹の縮小、廃止でありますけれども、これ

も市長お答えしましたように、やっぱり年、年

によってやっぱり違うと思いますので、これに

ついては必要に応じてやっていくという形にな

ると思います。 

それから、適材適所でありますけれども、人

事については市長でありますので、これについ

ては、簡単に申し上げますけれども、私は、職

員から希望をとりますけれども、それがイコー

ル実施したとしても適材適所という考えには私

は立っておりません。職員の希望調書でありま

すけれども、確かに新しい職場で新しい仕事を

したいという意欲はありますけれども、それ以

外で希望を出される職員が私は多いと判断をし

ておりまして、なかなかそういった意味で、そ

のことイコール適材適所という考えは持ってお

りませんので、いろんな本人の性格、特技、そ

ういったものについても十分加味しながらやっ

ていきたいなと思っております。 

特にやっぱり昭和後半とか平成の初めのその

本人の希望とまるっきりちょっとさま変わりし

ておりまして、なかなか企画、財政、総務とか、

そういった希望等が少なくなって、前は多かっ

たんですけれども、そういったことでちょっと

さま変わりしているなという形で、やっぱり仕

事が余り忙しくないところとか、それから人と

の折衝が少ないとか、そういった職場を希望さ

れるのが多いのかなという感じはしますけれど

も、そういったことも十分加味しながらやって
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いきたいと思います。いずれにしましても、や

っぱり少数精鋭でありますので、これからは強

い意思を持った職員にぜひこれから育てていき

たいという考えを持っております。 

それから、はなぞの保育園でありますけれど

も、これははなぞの保育園については、社会福

祉協議会と当初私が協議した段階ではやっぱり

スムーズに移行するために、１教室１人の職員

を派遣できないかという形で私はずっと考えて

おったんですけれども、途中で県の方にご指導

をいただいた段階で、それは４名でなければだ

めだというような形で強い規制がかかりまして、

それではという形で４名で話を進めてきたんで

すけれども、どうしてもやっぱり職場の状況か

ら見ると不安であるというようなこともありま

して、再度、前総務課長なり、それから福祉事

務所長が県の方にお願いをしながらその規制の

部分について、どうか取っ払ってほしいという

形でお願いした結果、ある程度増員を認められ

たという形になって６名にしたということであ

りますので、ぜひそこはまず、いろんな父母の

会とかそういった要望がありまして、そういっ

たことになりましたので、そのことについてご

理解いただきたいと思います。変更については、

議会の方には私の方からは報告はしていない状

況でございます。 

それから、社協への手立てでありますけれど

も、補助金等については、これはあくまでも社

協は一日も早く自立をしていただくということ

が建前でございますので、そういった意味で自

立した後については、市のそういった補助につ

いては考えていない。社会福祉協議会に対する

補助でなくて、はなぞの保育園に対する補助に

ついては考えていないという状況であります。 

それから、今後の運営の方法でありますけれ

ども、２カ月ちょっと過ぎましたけれども、は

なぞの保育園の移管をして。今大変良好な形で

運営をされておりまして、やっぱりこれは保育

士の技術以前の問題でありまして、新しい保育

士さんの保育に対する意欲とか姿勢とか、そう

いうのは大変すばらしいものがありまして、職

場環境も今まで市でやっていたよりは格段の違

いがあるということで判断をしていまして、恐

らくこれが子供さんに対する影響も多分出てい

ると思いまして、今後もやっぱり行革の中で民

間委託は進めていきたいと思うところでありま

す。 

私に対する質問は以上でありますけれども、

なお、漏れている点については再度質問をお願

いします。 

○大沼 久議長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 髙橋孝夫議員の質問

に２点お答えしたいと思います。 

一つ目は、はなぞの保育園の職員派遣、二つ

目は、社会福祉協議会に対する運営費補助金、

私に対する質問は２項目だというふうにとらえ

ておるところですが、一つ目のはなぞの保育園

の職員派遣については、先ほど助役がすべてお

答えしましたので、そのとおりだというふうな

ことで、私の用意していた答弁がそのまま助役

がお答えいただいたということで、同じ内容で

すのでということでお答えさせていただきたい

と思います。 

二つ目の社会福祉協議会に対する運営費補助

金で、増額補正という形になるのでないかとい

うご指摘でありますが、２点ほど予定より違っ

ている部分があります。１点については、社会

福祉協議会で臨時保育士を６人雇う予定だった

んですが、市の職員２名増員派遣ということで

６人のところを１人減らして５人という点、１

点。 

それから、もう１点、はなぞの保育園運営費

の負担金との関係ありますので、運営費負担金

は、乳幼児の年齢と人数で決まるという、先ほ

ど議員おっしゃったとおりのことでありますが、

当初計画では県の方からは認可して１年間は90
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人の定員そのままでいってくださいというよう

なお話だったんですが、３月に入りまして弾力

運用、定員オーバーしてもよろしいというふう

な通知をいただきまして、90名以上入れられる

というようなご指導をいただいたところであり

ますので、４月から６月までは、なれの期間と

いう、保育士のなれの期間ということと、あと、

４カ月以上の申し込み児いなかったということ

で、７月１日から93人を入所させる予定でおり

ます。また、８月１日は94人、９月１日からは

95人ということで、これを試算しますと、696

万3,180円の運営費負担増となるということで、

そちらの方の入所児の増減を見きわめながら、

しかるべき時期に補正をさせていただきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

以上であります。 

○大沼 久議長 平進介総務課長。 

○平 進介総務課長 私の方には３点ほどご質問

というようなことで、市長が答弁申し上げまし

たところを省略させていただいて残りの部分に

ついて答弁させていただきます。 

ご質問の第１点目、このたびの一連の動きの

中でどのように感じているかというご質問でご

ざいますが、若干経過を申し上げますと、こと

しの１月の末に、長井税務署から市の税務課あ

てに公益法人等の把握状況調査、把握状況等、

これは業務委託関係でございますけれども、こ

れの調査依頼がありました。２月の末に税務課

からの回答によって、公社が課税事業者であっ

たことが判明というふうなことでございまして、

関係者協議の上で、公社の定款、委託契約書、

決算書等を長井税務所長に提出いたしまして、

長井税務署の方では、仙台国税局の方と協議な

されたというふうにお聞きしております。 

その結果、公社が課税事業者であるというふ

うなことに決定したというふうなことを事務管

理公社の方で受けましたので、３月の末に庁議

でその旨状況報告をいたしまして、申告納税の

方針を確認したというふうな状況でございます。 

なお、４月に入りまして、長井税務署と申告

方法等について協議しまして、５月に入って税

務署の方に申告書を提出しているという状況で

ございます。 

その中で、これまでその関係者、事務管理公

社の方でございますが、課税事業者という認識

がなかったということでございます。ただ、事

務管理公社の組織体制につきましては、職員が

充て職的に理事長以下役員に就任しているとい

う状況でございまして、その面からいえば、事

務的にはもっと精通していなければならなかっ

たというふうに感じております。 

このようなことから、上司との相談の結果で

この６月定例会で補正をお願いし、事務管理公

社として消費税を納付してまいりたいというふ

うに考えておるところでございます。 

ご質問の第２点目の税務署との間で確認して

きた点についてというふうなことでございます。

この点について申し上げたいというふうに思い

ます。 

ただいま申し上げましたが、関係者の中では、

課税事業者という認識がなかったというふうな

ことで、その中身ですが、まず確認させていた

だいたところは、市職員が役員等でありまして、

非営利団体であると。二つ目には、受託業務は

市の公務業務のみであると。また、利益が発生

していない。法人でなく任意団体である。三つ

目には、市の業務の代行でありまして、事業で

はないというふうなことを確認させていただい

たところですが、それぞれのもとにこれらを総

合的に課税団体であるというふうなところでご

ざいまして、例えば市職員が役員等の非営利団

体であるというふうな部分につきましては、税

務署の方の見解としては、公益法人等であって

も課税免税点を超えれば課税事業者であるとい

うふうな、それぞれに税務署の見解をいただき、

事務管理公社としては、課税団体であるという
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ふうな判断がなされたところでございます。 

３点目の今後のあり方でございますが、この

たび税務当局によりまして、これまでの委託関

係、これにつきまして市といたしましては、市

の業務の代行でありまして、事業でないという

ふうなとらえ方をしておりましたけれども、こ

れを請負というふうに認定されたものでありま

して、その請負先の組織の役職員を請負先であ

る市職員が兼ねることにつきましては、原則と

して適正ではないというふうに考えております。

したがいまして、今後のあり方につきましては、

さきの総務・文教常任委員会協議会でも申し上

げましたけれども、このたびの課税問題を機会

に従来から指摘されてきました公社組織の運営

上の課題等を解消するとともに、資金の有効活

用を図ることも含め、公社への業務委託への妥

当性、必要性について見直しを行っていきたい

と。 

このことによりまして、今年度中に存廃も視

野に入れた公社形態の見直しを行いまして、来

年度から新たな枠組みで対応していきたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

以上でございます。よろしくお願いします。 

○大沼 久議長 11番、髙橋孝夫議員。 

○１１番 髙橋孝夫議員 丁寧というか乱暴とい

うか、答弁をいただきましたが、時間もありま

せんから、１点だけ申し上げて、再度答弁いた

だきたいと思います。 

 助役にお伺いしたところで、はなぞの保育園

の移管することによって、４名から６名派遣を

して、今度は市の保育の方で保育士が足りなく

なったから臨時保育士を雇おうとしているわけ

ですね。このこと自体は私は影響だというふう

に思うんですが、これはどういうふうにとらえ

ていらっしゃるかという質問申し上げました。

これについては、答弁漏れでありますから、も

う１点明らかにしていただきたいと思います。 

 もう一つですが、主幹のところの管理職の取

り扱いは条例で定めているというお話でしたけ

れども、それでは回答にならないと思います。

管理職手当のことを含めてお伺いしていますか

ら、ここももう１点お伺いをいたします。 

 事務管理公社の関係については、後日また改

めてお伺いをいたします。 

 ここだけ答弁をお願いします。 

○大沼 久議長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 ２名増員に伴う定補２名増員

していますので、２名を採用していますので、

これについてはやっぱり市の負担という形にな

ります。ただ、これはあくまでも移行期間とい

うことでありますので、支障のないということ

にしたいと思って、そういった形にしたという

ことであります。 

 あと管理職につきましては、確かに部下職員

とかおりませんけれども、やっぱり職務の内容、

そういったもので管理職手当を支給するという

状況であります。ただ、管理職手当、ご案内の

とおりいろんな部下監督の指導とかそういうと

ころもあります。さらには時間外手当というも

のが出ませんので、時間外勤務に対応すると、

そういったものについて手当として支給をして

いるという状況でございます。 

○大沼 久議長 11番、髙橋孝夫議員。 

○１１番 髙橋孝夫議員 時間が来てしまいまし

たからこれでおしまいですけれども、時間外手

当を支払う云々の話はこれは全然観点の違う話

であって、これも後日させていただきたいと思

います。終わります。 

○大沼 久議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。 

 再開は午後１時といたします。 

 

    午後０時００分 休憩 

    午後１時００分 再開 

 

○大沼 久議長 休憩前に復し、午前に引き続き

- 55 - 




